《埋蔵文化財発掘届出の提出時の注意事項》

①　届出書面が、「埋蔵文化財発掘」となっているのは、周知の埋蔵文化財包蔵地（遺跡）内において、土木工事等によって「土地を掘削する」ということを指しています。遺跡の発掘調査という意味ではありません。

②　記入する箇所は、提出者住所・氏名と太線内の各項目です。なお、押印は不要です。

③　所在地欄には、住居表示（丁目・番・号）もしくは地番までを記入してください。

④　面積欄は、対象もしくは敷地面積を記入してください（建築面積ではありません）。

⑤　土地所有者が複数の場合は、代表者氏名の他○名としてください。

⑥　遺跡の現状欄は、地目ではなく、現在の土地利用形態としてください。

⑦　工事の概要欄は、簡潔に記入してください。

⑧　工事主体者欄は、通常届出者と同じにしてください。

⑨　施行責任者欄は、請負人がある場合は請負人の氏名・住所を記入してください。なお、未定の場合は「未定」としてください。

⑩　着手時期・終了時期は、現在予定している時期を記入してください。なお、終了時期の不明な場合は、「未定」としてください。

⑪　書類は、２部作成・提出してください。

⑫　必要な添付書類

・位置図（『兵庫県遺跡地図』1/35,000で開発予定地を赤色で明示したもの。赤色以外や蛍光ペンは不可。）

・地形図（1/2,500～1/10,000で開発箇所を赤色で明示したもの。赤色以外や蛍光ペンは不可。）

・工事概要図面（建物配置図、開発予定地の平面図（１階部分のみ）、地盤改良掘削状況や構造物の基礎埋設部分が明示された断面図あるいは立面図）

・添付写真（工事箇所の全景が写っているもの。必ず別方向から撮影したものを２枚以上添付してください。

⑬　書類および写真は、Ａ４サイズで作成してください。図面は最大でもＡ３サイズに収めてください。

⑭　届出は、必ず上郡町教育委員会 生涯学習課 総務・文化財係へ提出してください（兵庫県教育委員会へ提出しても受け付けません）。

⑮　埋蔵文化財発掘届出と一緒に、発掘調査承諾書（第10号様式）を１部提出してください。

※　周知の埋蔵文化財包蔵地において、埋蔵文化財発掘届出を提出せずに工事を行うことは、文化財保護法に違反しますので、必ず提出してください。

もし、提出せずに工事を行った場合、工事の中止、または禁止を命令することがあります。

　　工事を行う場合には、対象の土地が周知の埋蔵文化財包蔵地に該当するかを必ず教育委員会で確認してください。

《文化財保護法》（抄）

昭和25年５月30日　法律第214号

［改正］平成19年３月30日　　法律第７号

第１章　総則 

（この法律の目的） 

第１条　この法律は、文化財を保存し、且つ、その活用を図り、もつて国民の文化的向上に資するとともに、世界文化の進歩に貢献することを目的とする。

（政府及び地方公共団体の任務） 

第３条　政府及び地方公共団体は、文化財がわが国の歴史、文化等の正しい理解のため欠くことのできないものであり、且つ、将来の文化の向上発展の基礎をなすものであることを認識し、その保存が適切に行われるように、周到の注意をもつてこの法律の趣旨の徹底に努めなければならない。

（国民、所有者等の心構） 

第４条　一般国民は、政府及び地方公共団体がこの法律の目的を達成するために行う措置に誠実に協力しなければならない。 

２　文化財の所有者その他の関係者は、文化財が貴重な国民的財産であることを自覚し、これを公共のために大切に保存するとともに、できるだけこれを公開する等その文化的活用に努めなければならない。 

３　政府及び地方公共団体は、この法律の執行に当つて関係者の所有権その他の財産権を尊重しなければならない。

第６章　埋蔵文化財 
（調査のための発掘に関する届出、指示及び命令） 

第92条　土地に埋蔵されている文化財（以下「埋蔵文化財」という。）について、その調査のため土地を発掘しようとする者は、文部科学省令の定める事項を記載した書面をもつて、発掘に着手しようとする日の30日前までに文化庁長官に届け出なければならない。ただし、文部科学省令の定める場合は、この限りでない。 

２　埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるときは、文化庁長官は、前項の届出に係る発掘に関し必要な事項及び報告書の提出を指示し、又はその発掘の禁止、停止若しくは中止を命ずることができる。 

（土木工事等のための発掘に関する届出及び指示） 

第93条　土木工事その他埋蔵文化財の調査以外の目的で、貝づか、古墳その他埋蔵文化財を包蔵する土地として周知されている土地（以下「周知の埋蔵文化財包蔵地」という。）を発掘しようとする場合には、前条第１項の規定を準用する。この場合において、同項中「30日前」とあるのは、「60日前」と読み替えるものとする。 

２　埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるときは、文化庁長官は、前項で準用する前条第１項の届出に係る発掘に関し、当該発掘前における埋蔵文化財の記録の作成のための発掘調査の実施その他の必要な事項を指示することができる。

※その他、罰則規定もあります。
